
平成２４年度国立大学法人東京医科歯科大学年度計画



Ⅰ　大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

○アドミッションポリシーに関する計画

1 　入学試験方法・内容について継続的に見直しを行うとともに、高大連携や地
域・自治体との連携を推進し、入試広報を充実させて広く情報を発信する。

○教育課程、教育方法に関する計画

（学士課程）

2 　将来の医療人としての自覚を促し、動機付けるためのプログラムを充実させ
る。

3 　教養教育を含む医歯学融合教育カリキュラムについて点検・評価する。

4 　教養部と各学部間の教育連携プログラムについて点検・評価する。

5 　ＩＣＴを用いた教材の開発・活用支援を促進し、各学科で実施している自己
問題提起・解決型授業を充実させる。

6 　海外大学との単位互換制度を充実させるとともに、留学生との交流、海外派
遣前の準備教育を推進する。

7 　医歯学融合教育カリキュラムについて点検・評価するとともに、教育体制の
高度化、効率化を推進する。

8 　既存の大学間連携について充実させるとともに、新たな大学間連携の必要性
を検討する。

9 　研究者早期育成コースや研究者養成コースへの入学を促進するとともに、大
学院進学への動機付け及び接続に配慮した教育内容を充実させる。

（大学院課程）

10 　研究科内或るいは研究科間における横断的な教育体制を充実させる。

11 　学生交流推進策に基づき、海外提携大学との学生交流を推進する。

12 　大学間の連携・連合を活用した大学院分野における教育活動方策を推進す
る。

13 　社会人大学院生の履修環境を充実させる。
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○教育の成果・効果の検証に関する計画

14 　各学部・学科及び研究科において実施している教育の成果・効果の検証方法
について改善策を検討する。

○成績評価に関する計画

16 　各学部・学科及び研究科における試験方法、成績評価システムを改善する。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

○教職員の配置に関する計画

17 　戦略的な教員配置の改善策を実施するとともに、必要に応じて見直しを行
う。

○教育環境の整備に関する計画

18 　図書館情報メディア機構のマルチメディア環境を充実させるとともに、活動
状況について評価する。

○教育の質の改善のためのシステムに関する計画

19 　各学部・学科及び研究科で実施しているＦＤ研修を充実させる。

20 　各学部・学科及び研究科で行っている教育の成果・効果の検証方法について
改善策を検討するとともに、カリキュラムや授業内容等を充実させる。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

○学生の学習と生活支援に関する計画

21 　スチューデントセンターを中心とした修学、生活及びハラスメント等の相
談・支援を強化するとともに、保健管理センターを中心とした健康指導・管理
システムを充実させる。

22 　学生の就職支援策を推進するとともに、学生の経済的支援について評価す
る。

２　研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○目指すべき研究水準に関する計画

23 　重点領域の研究を推進するため、研究戦略室のもと、学部、研究科、研究所
等を超えた有機的連携を図る。

24 　重点研究領域の拠点化に向け、国内外の研究機関との連携を展開する。
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○成果の社会への還元等に関する計画

25 　研究成果の公表、社会への還元に関して、研究情報を積極的に発信する。

26 　両附属病院において治験の実施を促進するとともに、研究成果のライセンス
化や研究情報の社会への発信を行う。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

○研究者の配置に関する計画

27 　若手研究者を中心とした優秀な人材を適切に配置する。

28 　学長のリーダーシップに基づき、研究推進協議会を中心に学部・研究科・研
究所が連携を図り、研究実施体制を充実させる。

○研究環境の整備に関する計画

29 　研究・産学連携推進機構のもと、全学的に支援すべき戦略的な研究活動に重
点的な研究資金の配分を行う。

30 　研究支援室を中心に、各部局や研究所、共同研究施設で管理している機器・
設備の計画的な共用化を図る。

31 　学内の共用センターや研究支援組織の継続的な見直しを行う。

○研究者支援に関する計画

32 　優秀な大学院生及び若手研究者の経済的支援や研究費支援を行う。

33 　女性研究者の支援を継続して行う。

○知的財産の創出等と社会への還元に関する計画

34 　重点領域の研究を推進するため、学部、研究科、研究所等を超えた有機的連
携を推進するとともに、知的財産の積極的な創出を促す。

○研究の質の向上システムに関する計画

35 　研究者の評価システムや、優れた研究者に対するインセンティブ付与につい
て継続的に見直しを行う。

○共同利用・共同研究拠点に関する計画

36 　難治疾患共同研究拠点の実施項目について、自己点検・評価を実施するとと
もに、改善点について検討する。
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３　その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

○社会との連携・協力に関する計画

37 　企業や関係研究機関等との連携研究を推進するとともに、地域医療機関との
連携・協力を充実させる。

○社会貢献に関する計画

38 　公開講座や社会人を対象とした教育プログラム等を実施するとともに、継続
的な見直しを行う。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

○国際化に関する計画

39 　国際化を支援する学内体制について強化するとともに、必要に応じて見直し
を行う。

40 　留学生に対する学習支援、生活支援策システムの構築・拡充を図り、優秀な
留学生を確保するためのシステムの構築を推進する。

41 　医歯学領域の国際的な教育・研究ネットワークの構築を推進するとともに、
リカレント教育や海外連携機関との共同研究等による国際貢献を推進する。

42 　医療・歯科医療の国際ネットワークの構築を検討するとともに、医療を通じ
た国際貢献を推進する。

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置

○管理運営体制の強化に関する計画

43 　各診療科や病院全体の運営の効率化と財政基盤の充実に資するよう、部門別
原価計算等のデータを分析・評価し、活用を図る。

44 　効率的な病院運営を推進するための運営体制を充実させるとともに、施設・
設備のマスタープランに基づく整備を進める。

○安全で良質な医療の提供に関する計画

45 　医療安全対策講習会の開催や医療安全マニュアルの見直しにより、病院職員
の意識向上を徹底する。

46 　両附属病院において、病診連携のための体制整備を推進し、患者及び地域へ
の医療サービスを充実させる。

47 　両附属病院の連携を図り、チーム医療による重点的・横断的な診療体制を推
進する。

○臨床研究の推進と医療の高度化に関する計画

48 　両附属病院の連携を図るとともに、関係者に臨床応用のための各種制度や、
手続きの周知・指導を通して研究成果の応用を促進する。
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49 　高度医療、専門的医療の実施体制の問題点等について整理・分析するととも
に、診療体制を充実させる。

○豊かな人間性を備えた医療人の育成に関する計画

50 　最新の医療セミナー等を開催し、先端的医療知識の理解と普及を図り、職種
間の連携を促進するとともに、実践的・効率的な方策に基づき、卒前教育・卒
後研修を推進する。

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置

○教育活動に関する計画

51 　歯学部及び歯学部附属病院との連携を強化し、口腔保健学に関する高度専門
職養成のため、教育内容の質の向上を図る。

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

○全学的な経営戦略に関する計画

53 　各推進協議会、各戦略会議において、大学運営に関する企画立案、経営戦略
を推進する。

○戦略的な学内資源配分に関する計画

54 　経営戦略に沿った戦略的な学内資源配分を推進する。

○教育研究組織の見直しに関する計画

55 　各推進協議会、各戦略会議と各部局が連携しながら、社会的なニーズ等を踏
まえ、教育研究組織の見直しを行う。

○人事の適正化に関する計画

56 　教職員の人事評価システムについて継続的に見直しを行うとともに、柔軟で
多様な人事制度を推進する。

２　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○事務組織の見直しに関する計画

57 　業務の恒常的な見直しを行い、必要に応じて事務組織の再編・職員配置等を
行う。

○事務処理の効率化・合理化に関する計画

58 　業務の効率化・合理化計画を推進する。
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Ⅲ　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

○外部資金の確保に関する計画

59 　技術交流・技術移転イベントにおいて、本学発の技術や知的財産を発信し、
外部資金の獲得を推進する。

60 　研究・産学連携推進機構において、外部研究資金公募情報等について学内周
知を徹底するとともに、外部資金の獲得を推進する。

○附属病院収入の確保に関する計画

61 　両附属病院の役務契約や医薬品・医療材料の契約内容等を精査し、経営改善
を進める。

２　経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○経費の抑制に関する計画

63 　保守・委託契約や購入契約の見直し等による管理的経費の節減及び省エネル
ギー計画を推進する。

64 　上記の見直し及び計画の策定状況を踏まえつつ、従前の節減方策を推進す
る。

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○資産の運用管理に関する計画

65 　学内資金の効率的・効果的な運用を検討し、順次実施する。

66 　物品再利用及び共同利用について、効率的・効果的な方法を検討し、順次実
施する。

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置

○評価の充実及び評価結果の活用に関する計画

67 　新たに構築した評価システムにおいて、自己点検・評価、年度評価等を適切
に実施する。

68 　ＰＤＣＡサイクルを促進し、自己点検・評価、年度評価等の結果を大学運営
に適切に反映させる。

Ⅳ　自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するために
　　とるべき措置
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２　情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

○情報公開の推進に関する計画

69 　全学的な広報について見直しを行うとともに、情報公開及び情報発信を推進
する。

Ⅴ　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

○施設等の有効活用の推進に関する計画

70 　学内スペースの流動的・弾力的な利用を推進するとともに、必要に応じて既
存施設の再配置を実施する。

71 　施設の長期的な利用を目的とする修繕計画に基づき、維持管理を行う。

72 　地球環境に配慮した運営計画を推進する。

２　安全管理に関する目標を達成するための措置

○安全管理に関する計画

73 　労働安全衛生管理を徹底するとともに、災害・事故等に対する安全管理体制
を充実させる。

74 　情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ対策基準を周知するととも
に、情報セキュリティの強化について検討する。

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置

○法令遵守に関する計画

75 　監査室が監事及び会計監査人と連携し、適正な業務運営が行われているか、
内部監査にて検証するとともに、監査結果について、法人運営に適切に反映さ
せる。

76 　研究活動に係る不正行為防止を徹底し、法令遵守に関する啓発及び研修を行
う。
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Ⅵ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ　短期借入金の限度額

１　短期借入金の限度額　　41億円

２　想定される理由

Ⅷ　重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

１．重要な財産を譲渡する計画

次の財産について、譲渡手続を進める。
１）国府台地区の土地の一部（千葉県市川市国府台２丁目１番３１　377.40㎡）
２）国府台地区の土地の一部（千葉県市川市国府台２丁目１番３１　76.10㎡）
３）妙高高原地区（赤倉寮）の土地（新潟県妙高市大字関山字妙高山6087番1　
　　1,655.54㎡）

２．重要な財産を担保に供する計画

Ⅸ　剰余金の使途

決算において剰余金が発生した場合は

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策
費として借り入れすることが想定されるため。

「教育研究の質の向上及び組織運営の改善」に充てる。

医学部及び歯学部附属病院における施設の整備に必要となる経費の長期借
り入れに伴い、本学の敷地及び附属病院の建物について、担保に供する。
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Ⅹ　その他

１　施設・設備に関する計画
（単位：百万円）

注1)

注2)

注3)

２　人事に関する計画

（参考１） 平成24年度の常勤職員数1,364人
　　　　　 また、任期付職員数の見込みを 690人とする。
（参考２） 期間中の人件費総額見込み　19,464百万円

（別紙）
○予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画
（別表）
○学部の学科、研究科の専攻等

　教職員の人事評価システムについて継続的に見直しを行う。

百万円未満切捨てにより表示している。

金額は見込みであり、上記の他業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等
を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。

「(湯島)医学系研究棟取壊し」、「(医病)基幹・環境整備（歩行者用デッキ等）」及び「(湯島)
基幹・環境整備（自家発電設備）の３事業は平成23年度からの繰越

　経営戦略に沿った戦略的な学内資源配分を推進する。

施設・設備の内容 予定額 財源

・(湯島)医学系研究棟取壊し
・(医病)基幹・環境整備（歩行者用デッキ等）
・(湯島)基幹・環境整備（自家発電設備）
・(湯島)ライフライン再生（給水設備等）
・（国府台）総合研究棟改修（教養教育）
・(医病・歯病)基幹・環境整備（蒸気ボイラー
等更新）
・（歯病）基幹・環境整備（給水設備等）
・小規模改修

1,722 施設整備費補助金(628)
長期借入金(1,044)
国立大学財務・経営ｾﾝﾀｰ施設費
交付金(49)
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（単位：百万円）

注）百万円未満切捨てにより表示している。

〔人件費の見積り〕

期間中総額　19,464百万円を支出する。（退職手当は除く）

計 51,851

※「施設整備費補助金」のうち、前年度よりの繰越し額　237百万円

※「産学連携等研究費収入及び寄付収入等」のうち、前年度よりの繰越し額からの使用見込み額　58百万円

補助金等 301
産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 3,514
長期借入金償還金 4,328

診療経費 29,356
船舶建造費 0

施設整備費 1,804

支出

業務費 41,903
教育研究経費 12,546

目的積立金取崩 0
計 51,851

雑収入 441
産学連携等研究収入及び寄付金収入等 3,514
長期借入金収入 1,044

授業料及入学金検定料収入 1,604
附属病院収入 29,169
財産処分収入 0

補助金等収入 301
国立大学財務・経営センター施設費交付金 49
自己収入 31,215

運営費交付金 15,015
施設整備費補助金 710
船舶建造費補助金 0

（別紙）予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

１．予　算

　平成24年度予算

区　　分 金　　額

収入



（単位：百万円）

注）百万円未満切捨てにより表示している。

純利益 3,089
目的積立金取崩益 0
総利益 3,089

資産見返寄附金戻入 330
資産見返物品受贈額戻入 52

臨時利益 0

雑益 1,069
資産見返運営費交付金等戻入 473
資産見返補助金等戻入 476

補助金収益 215
寄附金収益 1,269
財務収益 0

検定料収益 43
附属病院収益 29,447
受託研究等収益 1,690

運営費交付金 14,753
授業料収益 1,237
入学金収益 192

収入の部

経常収益 51,254

雑損 0
減価償却費 2,945

臨時損失 0

職員人件費 12,243
一般管理費 908
財務費用 817

受託研究費等 1,690
役員人件費 134
教員人件費 8,446

業務費 43,493
教育研究経費 4,452
診療経費 16,526

区　　分 金　　額

費用の部

経常費用 48,164

２．収支計画

　平成24年度収支計画



（単位：百万円）

前年度よりの繰越金 10,667

注）百万円未満切捨てにより表示している。

施設費による収入 759
その他の収入 0

財務活動による収入 1,044

補助金等収入 301
その他の収入 1,006

投資活動による収入 760

附属病院収入 29,169
受託研究等収入 1,690
寄付金収入 1,258

業務活動による収入 50,046
運営費交付金による収入 15,015
授業料及入学金検定料による収入 1,604

翌年度への繰越金 11,037

資金収入 62,519

業務活動による支出 43,787
投資活動による支出 2,884
財務活動による支出 4,809

３．資金計画

　平成24年度資金計画

区　　分 金　　額

資金支出 62,519



　　　　（別表）学部の学科、研究科の専攻等

医学部 医学科 555 人 ( う ち 医 師 養 成 に 係 る 分 野 555 人 )

保健衛生学科 360 人

歯学部 歯学科 346 人 (うち歯科医師養成に係る分野346人)

口腔保健学科 135 人

医歯学総合研究科 医歯理工学専攻 110 人 （うち修士課程110人）

医歯科学専攻 60 人 （うち修士課程60人）

医歯学系専攻 189 人 （うち博士課程189人）

生命理工学系専攻 25 人 （うち博士課程25人）

口腔機能再構築学系専攻 129 人 （うち博士課程129人）

顎顔面頸部機能再建学系専攻 86 人 （うち博士課程86人）

生体支持組織学系専攻 51 人 （うち博士課程 51人）

環境社会医歯学系専攻 59 人 （うち博士課程 59人）

老化制御学系専攻 36 人 （うち博士課程 36人）

全人的医療開発学系専攻 25 人 （うち博士課程 25人）

認知行動医学系専攻 55 人 （うち博士課程 55人）

生体環境応答学系専攻 49 人 （うち博士課程 49人）

器官システム制御学系専攻 87 人 （うち博士課程87人）

先端医療開発学系専攻 65 人 （うち博士課程 65人）

保健衛生学研究科 総合保健看護学専攻 58 人 うち修士課程 34人

　　博士課程 24人

生体検査科学専攻 42 人 うち修士課程 24人

　　博士課程 18人

生命情報科学教育部 バイオ情報学専攻 37 人 うち修士課程 21人

　　博士課程 16人

高次生命科学専攻 38 人 うち修士課程 24人

　　博士課程 14人

歯科技工士学校 20 人


